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 本日お伝えしたいポイントをこのスライドでご説明します。１点目は、当期純

利益と配当についてです。

 純利益は、ロシア関連損失580億円の剥落もあり、前期比674億円増加の721

億円と2019年度以来、4年ぶりに過去最高益を更新いたしました。

 配当は、当初計画比2円増配の52円を予定しています。

 ２点目は、過去最高益の内訳として全事業分野にて増益となり、増益の内容と

しても中期経営計画2027の初年度として順調な滑り出しであったと評価してお

ります。

 ３点目はパートナー戦略強化です。

 主要パートナーであるNTTグループとの協業では、日本カーソリューションズ

（NCS）、NTT・TCリースが過去最高益を更新しています。

 米国においては、AIによる市場拡大が期待できるデータセンター事業への参画

が実現するなど各事業分野においてNTTとの協業が進展いたしました。

 4点目は、課題認識です。

 過去最高益更新となったものの、資産効率および資本効率は、中計目標の

ROA1.4％・ROE10％に対して、まだまだ十分な水準ではありせん。

 残りの中計期間において引き続き優先課題として取り組んでまいります。
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 最後に皆さまと共有したい当社の成長イメージについてです。

 2023年度は、投資家の皆様とPBRに関して多くの対話の機会をいただきまし

た。

 下の棒グラフは当社の純利益を、折れ線グラフはPBRの推移を示しておりま

す。

 2019年以前は、積極的な成長投資に伴う収益拡大により市場評価であるPBR

も1倍を超える水準にて推移しておりました。

 2020年～2022年度は、コロナ禍やロシアによるウクライナ侵攻の影響などに

より損失を計上したことから、業績のボラティリティが高まったことを受け、

株主資本コストは上昇し、現在に至るまでPBRは1倍を下回る状況が続いてお

ります。

 2023年度業績はV字回復達成となりましたが、次は創出価値である当期純利益

の安定的拡大と、資本コストの低下につながる当社の持続的成長をステークホ

ルダーの皆さまに十分ご認識いただけるよう引き続き努力していくことが肝要

です。

 そのために、各事業分野において中計とその先を見据えた成長投資を一層強化

し、当社業績を再び成長軌道に戻していきたいと考えています。
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 経常利益は、前期比111億円増加の1,173億円と当期純利益とともに過去最高

益を更新しました。

 ROEは8.8％、自己資本比率は円安に伴う為替換算調整勘定の増加により、

13.5％となりました。

 2024年度は、経常利益1,250億円（前期比+77億円・6.6％）、当期純利益

800億円（前期比+79億円・10.9％）、一株当たり配当金は58円を計画してい

ます。
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 前年対比では、前期の損失計上から回復したスペシャルティと国際が大幅に増

益となったほか、ニッポンレンタカーの伸長が牽引したオートモビリティなど、

全事業分野で増益となりました。



 今年度も全事業分野増益による最高益更新を見込んでおります。

 堅調な増益が期待できる事業分野は、オートモビリティとスペシャルティです。

 オートモビリティは、中古車売却益の減少を見込むものの、NRSが利益成長で打

ち返してまいります。

 スペシャルティは、船舶の売船収益が減少しますが、好調な航空機マーケットを

背景としたACGの利益成長を中心に40億円と大幅な増益を見込んでおります。

 国際は、米国データセンター案件にかかる先行コストの影響がありますが、CSI

が増益を牽引するとともに一過性の収益も一部見込んでおります。

 一方、計画達成に向けて利益の積み上げが必要と見ているのは国内リース、環境

インフラです。

 国内リースは、パートナーとの協業ビジネス拡大等によって優良資産の積み上げ

を図り、ベース収益を向上させていきたいと考えております。

 国内金利が上昇基調にあり、短期的にはコスト増の可能性もあることから金利動

向を注視してまいります。

 環境インフラは、中長期の成長に向けて海外投資を積極的に行っていくフェーズ

にあり、数年間はコスト負担先行による影響も想定されますが、ファイナンス案

件等のパイプラインを着実に実行するなど、安定収益の積み上げを図っていきた

いと考えております。
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 2023年度は、中期経営計画の主要施策TCXの内、ポートフォリオトランス

フォーメーションが浸透し、その取り組みに進捗が見られています。

 具体例としては、事業パートナーであるオリエントコーポレーションと共同で

事業を展開していた国内リースとオートモビリティの事業会社の出資比率見直

しをはじめ、不動産や航空機事業の資産回転強化などが挙げられます。

 こちらの表は、2023年度実績から中計最終年度の2027年度純利益計画である

1,000億円達成に向けた必要額である279億円を事業分野別に記載しています。

 国内リースは、NTT・TCリースが成長ドライバーとなっておりますが、関係会

社利益の積み上げに加えて、単体の稼ぐ力を強化してまいります。

 オートモビリティは、既に中計目標を達成済みですが、ニッポンレンタカーを

中心に更なる伸長が期待できます。

 NCSではオーガニック、ノンオーガニックによる優良資産の積み上げによる成

長を目指してまいります。

 スペシャルティは、中計達成のために180億円が必要となります。大きな増益

が必要ですが航空機マーケットの回復に伴うACGをはじめ、不動産、アドバン

テッジパートナーズとの協業を拡大しているプリンシパルインベストメント事

業などによる増益を期待しています。
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 国際は、グローバル戦略推進により資産残高が順調に拡大しているCSIが引き

続き業績を牽引いたします。

 環境インフラは、利益貢献に時間を要する事業が多く、リニアな増益とはなら

ないですが、インオーガニックを含めた成長戦略を検討しつつ、海外再エネ案

件、蓄電池案件への投資強化によりベース収益を拡充してまいります。

 なお、「その他」の差額100億円には、一定程度のリスクバッファーを織り込

んでいます。
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 配当政策について一部改訂を実施いたしました。

 具体的には、中期経営計画2027の配当政策では、安定的な株主還元として、

「利益成長により1株あたり配当金の増配を継続」としておりましたが、原則

として減配を行わない「累進配当」に変更しました。

 2024年度は、改訂後の配当政策に基づき1株当たり58円の配当を計画してお

ります。



 NTT・TCリース個社の経常利益は、前期比29億円、15％増の214億円となり、

当社取り込み利益も11億円増加の75億円となりました。

 2020年の営業開始以降、年間約2,000億円というハイペースで資産残高を拡大

しております。

 足元では、環境・エネルギー、不動産、グローバルにおける当社との共創がこ

れまで以上に進捗しており、今後も更なるセグメント資産残高拡大を踏まえた

収益力増強を目指してまいります。
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 2023年度の経常利益は、高効率運営の推進等により144億円と過去最高益を更

新いたしました。

 NRSは12月決算につき、第１四半期である2024年1～3月の3ヵ月間の経常利

益は約50億円を見込んでおります。

 第１四半期は、売却益の計上もありましたが、売却益を除いたベースの利益も

前年同期対比で増益となっております。

 第２四半期以降も重点施策である、店舗収益力の強化推進による更なる増益効

果も期待できることから、2024年度も最高益の更新を計画しております。
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 スライド中央のグラフでは、2018年度から中計最終年度の2027年度における、

ACGのセグメント資産残高と税前利益の推移を示しています。

 数年前から続く機体メーカーの生産停滞に、ボーイングの品質問題の影響が加

わり、世界各国で機体不足に拍車がかかっており、こうした需給タイト化の影

響は数年にわたって続くと見込まれております。

 こうした事業環境を踏まえつつ、ACG内においても収益力拡大およびリスク低

減のため、信用力の高い優良エアライン向けの営業強化はもとより、資産回転

の推進に向けた機体トレーディングチームの人員強化をはじめ、与信集中リス

クの見直し等を図り、2027年度に向けて更なる飛躍を果たしていく考えです。

 足元では、機体不足の影響から、ACGの持つ2~3年先のオーダーブックにまで

高い関心が寄せられており、これまで自社発注で機体を調達していた信用力の

高い大手エアライン数社とも、リース契約合意に至っている状況です。

 さらに、中古機買い取りの引き合いも増加しており、2024年度は機体数ベー

スで、前年比3倍程度の機体を売却する計画です。
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 完全子会社化した2016年度からの業績を振り返ると、経常利益ベースでは

年平均成長率であるCAGRは、19%の成長を遂げております。

 売却益などの二次収益で稼ぐビジネスモデルによって、経常利益ROAは約

3.5%程度と非常に高い収益性も誇っています。

 棒グラフで示している通り、積み上げたアセットが二次収益として寄与す

るまでに2~3年のタイムラグがありますが、世界各国で新規拠点開設や

M&Aを進めてきた戦略が奏功し、毎年順調にアセットの積み上げが進んで

おり、年間利益1億ドルへの利益が目前に迫っているなど中計目標達成に向

けて順調に進捗しております。
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 ご案内のとおり、NTTグループが開発中の米国シカゴのデータセンターに、

NTTとの協業案件として過去最大となる、459百万ドルの投資を行いました。

 データセンター事業は、生成AI等の普及に伴い、マーケットの更なる拡大と成

長が見込まれており、ハイパースケーラー等とのテナント契約による賃料収入

により、安定したキャッシュフローの獲得および事業価値の拡大が期待できる

事業となります。

 スライド下段のEBITDAの推移イメージでは、開発型案件の一例として、当社

が試算した簡易的なイメージです。

 開発フェーズでは設備投資にかかる金利コストが先行しますが、開発が進むに

つれて徐々に賃料収入が入り、フル稼働時にはEBITDAマージン40~50%水準

の高い収益性が見込めると試算しております。

 この水準は、NTTグループのデータセンター事業運営にかかる優れたノウハウ

によるものです。

 一方、当社の取込収益の貢献時期の見通しは、エクイティ投資にかかる資金コ

スト負担が先行するため、EBITDA推移イメージで示している時間軸よりも長

く、時間を要するものとご理解ください。



 これまでのご説明の通り、法制度が整っており、かつカントリーリスクの低い

北米・欧州エリアのメガソーラー案件を中心に、海外アセットのさらなる拡大

を企図しております。

 昨年度には第1弾として、英国内34か所の太陽光発電所を束ねたポートフォリ

オに関して、英国屈指の資産運用グループであるシュローダー傘下の

Greencoat（グリーンコート）社と共同で取得いたしました。

 そのほか新たなパイプラインも出てきており、更なる投資拡充を計画しており

ます。

以上
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